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公益財団法人所沢市公共施設管理公社役員等の報酬等及び費用弁償

規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、公益財団法人所沢市公共施設管理公社定款（以下「定款」とい

う。）第１６条及び第３３条の規定に基づき、役員（理事及び監事をいう。以下同

じ。）及び評議員（以下「役員等」という。）の報酬等及び費用弁償の支給の基準に

ついて定めるものとする。  

（定義）  

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。  

⑴ 常勤の役員 公益財団法人所沢市公共施設公社（以下「公社」という。）を主

たる勤務場所とする者をいう。  

⑵ 報酬等 次条の報酬及び第４条の期末手当をいう。  

（報酬） 

第３条 役員等（常勤の役員（使用人兼務役員を含む。）及び所沢市の職員である

役員を除く。）が理事会、評議員会及び監査等に出席したとき（定款第２３条の

規定による評議員会の決議の省略及び定款第４０条の規定による理事会の決議

の省略の場合を含む。）は、１日について７，９００円を報酬として支給する。 

２ 常勤の役員（使用人兼務役員を除く。）の報酬は、評議員会の決議によって定

められた総額の範囲内において、別表第１に基づき、理事会において決定する。 

３ 前項に定める常勤の役員に対する報酬の支給日は、その月の２１日とする。た

だし、その日が土曜日、日曜日及び休日に当たるときは、その日前において、その

日に最も近い土曜日、日曜日又は休日でない日を支給日とする。  

４ 常勤の役員（使用人兼務役員を除く。）の報酬の計算期間（以下「報酬期間」とい

う。）は、毎月１日から末日までとする。  

５ 新たに常勤の役員（使用人兼務役員を除く。）に就任した者には、その日から定め

られた報酬を支給する。  

６ 常勤の役員（使用人兼務役員を除く。）が退任したときは、その日まで報酬を支給

する。  

７ 常勤の役員（使用人兼務役員を除く。）が死亡したときは、その月まで報酬を支給

する。  

８ 第５項又は第６項の規定により、報酬を支給する場合であって、報酬期間の初日

から支給するとき以外のとき、又は報酬期間の末日まで支給するとき以外のときは、

その報酬期間の現日数から勤務を要しない日の日数を差し引いた日数を基礎とし

て日割りによって計算する。  

９ 報酬等は、通貨をもって本人に支給する。ただし、本人の同意を得れば本人の指

定する本人名義の金融機関口座に振り込むことができる。  

10 報酬等は、法令の定めるところによる控除すべき金額を控除して支給する。  
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（期末手当） 

第４条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条においてこれらの日

を「基準日」という。）にそれぞれ在任している常勤の役員（使用人兼務役員

を除く。）に対して支給する。これらの基準日前１か月以内に退任し、又は死

亡した常勤の役員についても同様とする。  

２ 期末手当の額は、報酬月額に、１００分の１００を乗じて得た額とする。 

３ 期末手当は、６月期においては６月１５日に、１２月期においては１２月１

５日に支給する。  

（費用弁償） 

第５条 役員等が公社の業務で旅行したときは、別表第２に定めるもののほか、

鉄道賃、船賃及び航空賃は、それぞれの路程に応じ旅行運賃等による額を、車

賃は、陸路（鉄道を除く。）旅行について、路程に応じ 1 キロメートル当たり

の定額又は実費額により、費用弁償として支給する。  

２ 役員等（常勤の役員（使用人兼務役員を含む。）及び所沢市の職員である役員

を除く。）が理事会、評議員会及び監査等に出席したときは、費用弁償として、

１日について３，３００円を支給する。 

３ 常勤の役員（使用人兼務役員を除く。）には、当該各号に定めるところにより通

勤手当を支給する。  

(1) 通勤のため交通機関又は有料の道路（以下この項において「交通機関等」とい

う。）を利用してその運賃又は料金（以下この項において「運賃等」という。）を

負担することを常例とする場合には、通勤に要する運賃等の額に相当する額を支

給する。ただし、徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメ

ートル未満であるもの及び第 3 号に該当する場合を除く。 

(2）通勤のため交通の用具（自転車及び自動車その他の原動機付きの交通用具）を

使用することを常例とする場合には、別表第３に定める額を支給する。ただし、

徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメートル未満であ

るもの及び次号に該当する場合を除く。 

(3) 通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し、かつ、前号に掲げる交

通の用具を使用することを常例とする場合には、前２号に掲げる額の合計額を支

給する。ただし、徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメ

ートル未満であるものを除く。 

（公表） 

第６条 公社は、この規則の公表をもって、公益社団法人及び公益財団法人の認

定等に関する法律（平成１８年法律第４９号）第２０条第１項に定める報酬等

の支給の基準を公表したものとする。 

（改廃） 

第７条 この規則の改廃は、評議員会の決議を経て行う。  

（委任）  

第８条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、理事長が理事会の承認を経て、

別に定める。  
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附 則  

１ この規則は、公益財団法人所沢市公共施設管理公社の設立の登記の日から施行

する。  

２ 平成元年２月２２日施行の財団法人所沢市公共施設管理公社役員給与及び費用

弁償規則は廃止する。  

附   則  

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。  

附   則  

この規則は、令和６年６月２５日から施行する。  

 

別表第１（第３条関係） 

常勤の役員の報酬月額 

  理事長   ４０万円までの範囲内 

  常務理事  ３０万円までの範囲内 

 

別表第２（第５条関係） 

旅行の費用弁償 

車賃 

（１キロメートルにつき） 

日当 

（1 日につき） 

宿泊料 

（１夜につき） 

食卓料 

（１夜につき） 

３７円 ３，３００円 １３，１００円 ３，３００円 

 

別表第３（第５条関係）  

通勤手当  

通勤距離  支給額  通勤距離  支給額  

片道２ｋｍ以上 

４ｋｍ未満 
月額３，９００円 

片道８ｋｍ以上 

１０ｋｍ未満 
月額６，２００円 

片道４ｋｍ以上 

６Ｋｍ未満 
月額４，７００円 

片道１０ｋｍ以上 

１２ｋｍ未満 
月額７，１００円 

片道６ｋｍ以上 

８ｋｍ未満 
月額５，５００円 片道１２ｋｍ以上 月額８，０００円 

 


